
厚生労働省・都道府県労働局・ハローワーク

有期契約労働者を雇用する事業主の皆様へ
～有期契約労働者の雇用管理に関するガイドライン～

本ガイドラインは、契約を数回更新しているようなフルタイム有期契約労働者を主な対象としていますが、そ

れ以外の有期契約労働者（有期契約の短時間労働者等）についても、その就業の状況等を踏まえて、適宜参

考にしてください。

　いわゆる非正規労働者のうち、パートタイマーや派遣労働者については、それぞれの関係法令に基づ

き雇用管理の改善のための措置が講じられており、また、制度の見直しも行われているところですが、一

週間の所定労働時間が通常の労働者（本ガイドラインにおいては、期間の定めのない雇用契約を締結して

いる労働者であって、短時間労働者でない者をいいます。）と同じ有期契約労働者（以下「フルタイム有

期契約労働者」といいます。）については、短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律（パート法）

等の適用やそれに基づく支援措置等の対象として位置づけられておらず、雇用管理の改善への取組が十分

に行われていない状況にあります。

　そこで、このような有期契約労働者の雇用管理の改善が図られるよう、労働関係法令等を踏まえて、事

業主が講ずべき必要な事項やよりよい雇用管理の実施を図るために配慮することが望ましい項目をまとめ

たのが、本ガイドラインです。

続きあり

本ガイドラインの趣旨

　事業主は、労働基準法、労働契約法、パート法等の労働関係法令等を踏まえ、有期契約労働者の雇用

に関し、次ページ以降（１）から（６）までの項目について留意してください。

　

　なお、「労働基準法」、「労働契約法」、「有期労働契約の締結、更新及び雇止めに関する基準」、

「職業安定法」、「雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律」、「育児休業、

介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」、「労働安全衛生法」に関する事項（本

文中、該当する箇所は黄色い文字で表記しています。）については、有期契約労働者に対しても当然に適

用されます。

　また、パート法については、フルタイム有期契約労働者には直接適用されませんが、同法に基づく指針

（パート指針）において、同法の趣旨が考慮されるべきであるとされています。

１．有期契約労働者の雇用に関し留意しなければならない項目について
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（１）安定的な雇用関係に配慮した雇用環境の整備について

　事業主は、有期契約労働者について、募集及び採用を適切に行うとともに、安定的な雇用関
係の確保を図るため、次のような点に配慮し、雇用環境の整備に努めなければなりません。

①　契約期間、更新の有無の明示等について

　　

ア　契約期間の明示

（ア）労働者の募集を行う者は、その募集に当たって、労働契約の期間に関する事項を明示し

　　なければなりません（職安法第５条の３）。

　　　
　　　　募集に当たっては、

　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　又は　　　　　　　 　　　　によって明示

　　　　　　　　　 書面の交付　　　　　　　 　電子メール

（イ）使用者（事業主又は事業の経営担当者その他事業の労働者に関する事項について、事業主のために行為

　　　するすべての者をいう。以下同じ。）は、労働契約の締結に際し、労働者に対して、労働契約の

　　 期間に関する事項を明示しなければなりません(基準法第15条第１項）。

　　　　
　　　
　　　　労働契約の締結に際しては、　　　　　　　　　　　の交付によって明示

　　　　　　　　　　　　　　書面 続きあり

本ガイドラインでは、関係法令等について、次のとおり略称を使用しています。

○基　準　法：労働基準法

○契　約　法：労働契約法

○雇止め告示：有期労働契約の締結、更新及び雇止めに関する基準

○職　安　法：職業安定法

○均　等　法：雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律

○パ ート法：短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律

○パート指針：事業主が講ずべき短時間労働者の雇用管理の改善等に関する措置等に関する指針

○育　介　法：育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律

○安　衛　法：労働安全衛生法

本ガイドラインで使用している関係法令等の略称について

○　労働契約の期間に関する事項は、書面の交付又は電子メールによって明示しなけれ
ばなりません。

○　労働契約の期間に関する事項は、書面の交付によって明示しなければなりません。
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イ　更新の有無及び判断基準の明示
　　使用者は、有期労働契約の締結に際し、労働者に対して、更新の有無を明示しなければ
　ならず、更新する場合がある旨明示したときは、更新の判断基準を明示しなければなりま
　せん(雇止め告示第１条）。

ウ　労働者の理解の促進
　　使用者は、労働者に提示する労働条件及び労働契約の内容について、
　労働者の理解を深めるようにしてください(契約法第４条第１項）。

エ　書面確認

　　労働者及び使用者は、労働契約の内容について、できる限り書面に

　より確認してください（契約法第４条第２項）。

前からの続き

○ 明示すべき「更新の有無」の具体的内容については、

　(1)自動的に更新する
　(2)更新する場合があり得る
　(3)契約の更新はしない　 　　　　などが考えられます。

○「判断の基準」の具体的な内容については、　　
　(1)契約期間満了時の業務量により判断する
　(2)労働者の勤務成績、態度により判断する
　(3)労働者の業務を遂行する能力により判断する
　(4)会社の経営状況により判断する
　(5)従事している業務の進捗状況により判断する　　などが考えられます。

○　例えば、労働契約締結時又は労働契約締結後において就業環境や
　労働条件が大きく変わる際に、使用者がそれを説明し又は労働者の
求めに応じて誠実に回答すること、労働条件等の変更が行われなく
ても、労働者が就業規則に記載されている労働条件について説明を
求めた場合に使用者がその内容を説明することが考えられます。

○　例えば、労使で話し合った上で、労働条件を記載した書面を労働
者に交付することが考えられます。
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②　契約期間についての配慮について

　　

ア　目的に照らした配慮

　　使用者は、有期労働契約について、その労働契約により労働者を使用する目的に照らし
て、必要以上に短い期間を定めることにより、その労働契約を反復して更新することのな
いよう配慮してください(契約法第17条第２項）。

○　例えば、ある労働者について、使用者が一定の期間にわたり使用しようとする場合に
おいて、その一定の期間において、より短期の有期労働契約を反復更新するのではなく、

　その一定の期間を契約期間とする有期労働契約を締結するよう配慮しなければなりませ
ん。

続きあり

イ　契約更新時の配慮

　　使用者は、有期労働契約（１回以上更新し、かつ、雇入れ日から起算して１年を超えて
継続勤務している者に係るものに限る。）を更新しようとする場合には、契約の実態及び
労働者の希望に応じて、契約期間をできる限り長くするよう努めなければなりません（雇
止め告示第４条）。

③　雇用契約の遵守について

　
ア　契約期間中の解雇

　　使用者は、有期労働契約について、やむを得ない事由がある場合でなければ、その契約
期間が満了するまでの間において、労働者を解雇することができません（契約法第17条第
１項）。

イ　退職に関する事項の明示
　　使用者は、労働契約の締結に際し、退職に関する事項（解雇の事由を含む。）を明示し
なければなりません（基準法第15条第１項）。

○　契約期間中であっても一定の事由により解雇することができる旨を労働者及び使用者
が合意していた場合であっても、当該事由に該当することをもって「やむを得ない事由」
があると認められるものではなく、実際に行われた解雇について「やむを得ない事由」
があるか否かが個別具体的な事案に応じて判断されます。

○　退職に関する事項（解雇の事由を含む。）は、書面の交付によって明示しなければな
りません。

続きあり
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続きあり

ウ　解雇の予告

　　使用者は、労働者を解雇しようとする場合には、少なくとも30日前にその予告をしなけ
ればなりません（基準法第20条第１項）。

エ　退職時等の証明

　　労働者が、退職の場合において、使用期間、業務の種類、その事業における地位、賃金
又は退職の事由（退職の事由が解雇の場合にあっては、その理由を含む。）について証明
書を請求した場合や、労働者が、解雇予告日から退職日までの間において、解雇の理由に
ついて証明書を請求した場合には、使用者は、遅滞なく交付しなければなりません（基準
法第22条第１項及び第２項）。

○　30日前に予告をしない使用者は、30日分以上の平均賃金を支払わなければなりません。

前からの続き

④　雇止めの予告及び雇止めの理由の明示について

ア　雇止めの予告

　　使用者は、有期労働契約（３回以上更新し、又は雇入れ日から起算して１年を超えて継
続勤務している者に係るものに限り、あらかじめ更新しない旨明示されているものを除
く。）を更新しないこととしようとする場合には、少なくとも３０日前までにその予告を
しなければなりません(雇止め告示第２条）。

イ　雇止めの理由の明示

　　アの場合において、労働者が更新しないこととする理由について証明書を請求したとき
や、有期労働契約が更新されなかった場合において、労働者が更新しなかった理由につい
て証明書を請求したときは、使用者は、遅滞なく交付しなければなりません（雇止め告示
第３条）。

⑤　妊娠・出産等を理由とした不利益な取扱いの禁止について

　事業主は、女性労働者が妊娠したことや出産したこと等を理由として雇止め等の不利益な

取扱いをしてはなりません（均等法第９条第３項）。
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○　退職の場合における証明書
　(1)使用期間
　(2)業務の種類
　(3)その事業における地位
　(4)賃金又は退職の事由

→退職の事由が解雇の場合に
　　　 あっては、その理由を含む。

○　解雇予告日から退職日まで
　の間における証明書
　　　　

解雇の理由

（２）労働条件等の改善のための事項について

　事業主は、有期契約労働者について、その労働条件や処遇等の改善を図るため、次のような
点に配慮し、雇用環境の整備に努めなければなりません。

①　労働条件の明示等について

ア　労働条件の明示等

　（ア）労働者の募集を行う者は、その募集に当たって、労働者が従事すべき業務の内容及

　　　び賃金、労働時間その他の労働条件を明示しなければなりません。この場合において、

　　　次に掲げる事項については、書面の交付又は電子メールにより行わなければなりませ

　　　ん（職安法第５条の３）。

　

（イ） 使用者は、労働契約の締結に際し、労働者に対して、賃金、労働時間その他の労働
　条件を明示しなければなりません。この場合において、次に掲げる事項については、

　　 書面の交付により行わなければなりません（基準法第15条第１項）。

　
　　　　
　
（ウ）事業主は、有期契約労働者を雇い入れたときは、速やかに、（イ）の事項の他、昇給
　　の有無、退職手当の有無及び賞与の有無を文書の交付等により明示すべきです。また、
　　これら以外の事項についても、文書の交付等により明示するように努めるべきです
　　（パート法第６条参照）。
　　
　

○　労働契約の期間に関する事項

○　就業の場所、従事すべき業務の内容に関する事項

○　始業・終業の時刻、所定労働時間を超える労働の有無、休憩時間、休日に関す
る事項

○　賃金の額に関する事項

○　健康保険等の適用に関する事項

続きあり

○　労働契約の期間に関する事項

○　就業の場所、従事すべき業務の内容に関する事項

○　始業・終業の時刻、所定労働時間を超える労働の有無、休憩時間、休日、休暇、
労働者を２組以上に分けて就業させる場合における就業時転換に関する事項

○　賃金（退職手当及び臨時に支払われる賃金、賞与その他これらに準ずる賃金を
除く。）の決定、計算及び支払の方法、賃金の締切り及び支払の時期に関する
事項

○　退職に関する事項（解雇の事由を含む。）
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前からの続き

イ　待遇の決定に当たって考慮した事項の説明
　 　事業主は、有期契約労働者から求めがあった場合には、その待遇を決定するに当たって
は、考慮した事項を説明するべきです（パート法第13条参照）。

ウ　労働者の理解の促進
　 　使用者は、労働者に提示する労働条件及び労働契約の内容について、労働者の理解を深
めるようにしてください（契約法第４条第１項）。

エ　書面確認
　　労働者及び使用者は、労働契約の内容について、できる限り書面により確認してくださ
　い（契約法第４条第２項）。

○　例えば、労働契約締結時又は労働契約締結後において就業環境や労働条件が大きく変
わる際に、使用者がそれを説明し又は労働者の求めに応じて誠実に回答すること、労働
条件等の変更が行われずとも、労働者が就業規則に記載されている労働条件について説
明を求めた場合に使用者がその内容を説明することが考えられます。

②　就業規則の整備について

ア　作成及び届出

　　常時10人以上の労働者を使用する使用者は、就業規則を作成し、労働基準監督署に届け
出なければなりません（基準法第89条）。

イ　作成の手続

　　使用者は、就業規則の作成又は変更について、その事業場の過半数労働組合又は過半数
代表者の意見を聴かなければならず、就業規則の届出の際に添付しなければなりません
（基準法第90条）。

　　 事業主は、有期契約労働者に係る事項について就業規則を作成又は変更しようとすると
きは、その事業所の有期契約労働者の過半数代表者の意見を聴くよう努めるべきです。
（パート法第７条参照）。

　　　

○　ここでいう「労働者」には、有期契約労働者も含まれます。

○　例えば、労使で話し合った上で、労働条件を記載した書面を労働者に交付することな
どが考えられます。
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③　均衡考慮の原則及び仕事と生活の調和への配慮の原則について

ア　均衡考慮の原則
　　労働契約は、労働者及び使用者が、就業の実態に応じ
　て、均衡を考慮しつつ締結し、又は変更すべきです（契
　約法第３条第２項）。

イ　仕事と生活の調和への配慮の原則
　　労働契約は、労働者及び使用者が仕事と生活の調和に
　も配慮しつつ締結し、又は変更すべきです（契約法第３
　条第３項）。

④　通常の労働者との均衡の取れた待遇について

ア　賃金等
　　事業主は、通常の労働者との均衡を考慮しながら、職務の内容、職務の成果、意欲、能
力又は経験等を勘案し、賃金（基本給、賞与、職務に関連する手当）を決定するよう努め
るべきです（パート法第９条第１項参照）。

　　 また、退職手当、通勤手当等職務に密接に関連して支払われるもの以外の手当について
も、就業の実態、通常の労働者との均衡等を考慮して定めるように努めるべきです（パー
ト指針第３の１(2)参照）。

イ　福利厚生
　　 事業主は、通常の労働者に対して利用の機会を与える福利厚生施設のうち、給食施設、

休憩室、更衣室については、有期契約労働者にも利用の機会を与えるよう配慮するべきで
す（パート法第11条参照）。

　　 そのほか、医療、教養、文化、体育、レクリエーション等を目的とした福利厚生施設の

　 利用及び事業主が行うその他の福利厚生の措置についても、有期契約労働者の就業の実態、

　 通常の労働者との均衡等を考慮した取扱いをするよう努めるべきです（パート指針第３の
１(3)参照）。

ウ　苦情処理体制の整備
　 　事業主は、有期契約労働者から賃金、教育訓練、福利厚生等に関して、苦情の申し出を
　 受けたときは、自主的な解決を図るように努めるべきです（パート法第19条参照）。
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⑤　年次有給休暇について

　　使用者は、その雇入れの日から起算して６か月間継続勤務し全労働日の８割以上出勤し
労働者に対して、次の表の日数の有給休暇を与えなければなりません（基準法第39条第１
項～第３項）。

週所定

労働時間

週所定

労働日数

１年間の所定労働日数

（週以外の期間によって労働

日数が定められている場合）

雇入れの日から起算した継続勤務期間の

区分に応ずる年次有給休暇の日数

６か月 １年６か月 ２年６か月 ３年６か月 ４年６か月 ５年６か月
６年６か月

以上

３０時間以上
10日 11日 12日 14日 16日 18日 20日

３０時間

未満

５日以上 217日以上

４日 169日～ 216日 ７日 ８日 ９日 10日 12日 13日 15日

３日 121日～ 168日 ５日 ６日 ８日 ９日 10日 11日

２日 　73日～ 120日 ３日 ４日 ５日 ６日 ７日

１日 　48日～  72日 １日 ２日 ３日

○　「継続勤務」の要件に該当するかどうかについては、勤務の実態に即して判断すべき
ものであり、有期労働契約を反復して労働者を使用する場合、それぞれの労働契約期間

　の終期と始期との間に短期間の間隔を置いたとしても、それだけで当然に継続勤務が中
断することにはなりません。

⑥　育児休業・介護休業等について

ア　育児休業制度（子が１歳に達するまで（保育所入所を希望しているが、入
所できない場合等、一定の場合、子が１歳６か月に達するまで））

　　
　　事業主は、次のいずれの要件にも該当する有期契約労働者から育児休業の申出があった
　 場合、育児休業の申出を拒むことはできません（育介法第５条、同第６条）

　　・同一の事業主に引き続き雇用された期間が一年以上である者

　　・その養育する子が１歳に達する日（以下「一歳到達日」という。）を超えて引き続き

雇用されることが見込まれる者（当該子の一歳到達日から一年を経過する日までの間

に、その労働契約の期間が満了し、かつ、当該労働契約の更新がないことが明らかで

ある者を除く。）

続きあり
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イ　介護休業制度（対象家族１人につき、通算して93日まで）
　　事業主は、次のいずれの要件にも該当する有期契約労働者から介護休業の申出があった
場合、介護休業の申出を拒むことはできません（育介法第11条、同第12条）。

　　

　　・同一の事業主に引き続き雇用された期間が一年以上である者

　　・介護休業開始予定日から起算して九十三日を経過する日（以

　　　下「九十三日経過日」という。）を超えて引き続き雇用され

　　　ることが見込まれる者（九十三日経過日から一年を経過する

　　　日までの間に、その労働契約の期間が満了し、かつ、当該労

　　　働契約の更新がないことが明らかである者を除く。）

ウ　子の看護休暇制度（年５日まで）

　　事業主は、小学校就学の始期に達するまでの子を養育する有期契約労働者から子の看護
休暇の申出があった場合、その申出を拒むことはできません（育介法第16条の２、同第16

　条の３）

　※　その他、育介法に規定する時間外労働の制限（育介法第

　　 17条）、深夜業の免除（育介法第19条）、勤務時間短縮等

の措置（育介法第23条）等についても有期契約労働者に適

用されます。

前からの続き

（３）キャリアパスへの配慮等（正社員登用）について

　事業主は、通常の労働者への転換を推進するため、その雇用する有期契約労働者につい
て、次のいずれかの措置を講ずるべきです（パート法第12条第１項参照）。

①　通常の労働者の募集を行う場合に、その業務内容、賃金、労働時間等の募集条件を事業
　所に掲示するなど、有期契約労働者にも周知すること。

②　通常の労働者の配置を新たに行う場合に、当該配置の希望を
　申し出る機会を、有期契約労働者にも与えること。

③　有期契約労働者から通常の労働者への転換のための試験制度
　を設けるなどの措置を講ずること。　
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ウ　子の看護休暇制度
　　事業主は、小学校就学の始期に達するまでの子を養育する有期契約労働者から子の看護
休暇の申し出があった場会、その申出を拒むことはできません（育介法第16条の２、３）。

　　※　その他、育介法に規定する時間外労働の制限（育介法第17条）、深夜業の免除（育
　　　介法第19条）、勤務時間短縮の措置（育介法第23条）等についても有期契約労働者に
　　　適用されます。

（４）教育訓練・能力開発の機会の付与について

　事業主は、通常の労働者に対して実施する教育訓練で、
職務の遂行に必要なものについては、職務の内容が同じ
有期契約労働者に対しても実施するべきです。また、そ
のほかにも、通常の労働者との均衡を考慮して、職務の
内容、職務の成果、意欲、能力及び経験等に応じ、有期
契約労働者に対して教育訓練を実施するように努めるべ
きです（パート法第10条第１項及び第２項参照）。

（５）法令の遵守について

①　有期契約労働者の雇用管理の改善等を図るに当たり、次に掲げる労働者保護法令は、有期
　契約労働者についても適用されることを認識し遵守しなければなりません。

労働基準法

最低賃金法

労働安全衛生法

労働者災害補償保険法

職業安定法

雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律

育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律

雇用保険法　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

②　特に、事業主は、雇入れ時又は作業内容を変更したときに、その従事する業務に関する安
　全衛生教育を行わなければなりません。また、危険有害業務就業時の安全衛生教育を行わな
　ければなりません（安衛法第59条第１項～第３項）。

③　事業主は、有期契約労働者の就業の状況等を踏まえ、加入の必要がある場合、雇用保険、
　労災保険、健康保険、厚生年金保険に加入させてから就業させなければなりません。

○　雇用保険は、１週間の所定労働時間が20時間以上であり、１年以上引き続き雇用され
ることが見込まれる場合、被保険者になります。

○　社会保険（健康保険・厚生年金保険）は、適用事業所の従業員であれば、一定の要件
（１日又は１週間の所定労働時間及び１月の所定労働日数が通常の就労者のおおむね４
分の３以上である場合など）を満たせば被保険者になります。
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（６）法令等の周知について

　使用者は、次に掲げる規定等について、常時各作業場の見やすい場所へ掲示し、又は備え付
けること、書面を交付することその他厚生労働省令で定める方法によつて、有期契約労働者を
含む労働者に周知させなければなりません（基準法第106条第１項）。

労働基準法及びこれに基づく命令の要旨、就業規則、貯蓄金管理に関する規定（第18

条第２項）

賃金の一部控除に関する規定（第24条第１項ただし書）

１か月単位の変形労働時間制に関する規定（第32条の２第１項）

フレックスタイム制に関する規定（第32条の３）

１年単位の変形労働時間制に関する規定（第32条の４第１項）

１週間単位の非定型的変形労働時間制に関する規定（第32条の５第１項）

一斉休憩に関する規定（第34条第２項ただし書）

時間外及び休日の労働に関する規定（第36条第１項）

事業場外労働のみなし労働時間制に関する規定（第38条の２第２項）

専門業務型裁量労働制に関する規定（第38条の３第１項）

年次有給休暇に関する規定（第39条第5項及び第6項ただし書）に規定する協定

企画業務型裁量労働制に関する規定（第38条の４第１項及び第５項）に規定する決議

○　基準法では法令等の周知義務が規定されていますが、「(5)法令の遵守」に記載されて
いる法令等についても周知することが望ましいものと考えられます。

　事業主は、有期契約労働者に対し、よりよい雇用管理の実施を図るために、次に掲げる項目に
ついて、各事業所の状況に応じて、適宜必要な項目について配慮することが望まれます。

２　有期契約労働者のよりよい雇用管理に向けて

（１）安定的な雇用関係に配慮した雇用環境の整備について

　

　　事業主は、契約期間中にやむを得ない事由により
　解雇する場合又は契約の更新により３年以上引き続
　き雇用されている者について期間満了による雇止め
　を行う場合には、有期契約労働者についても、公共
　職業安定所（ハローワーク）に再就職援助計画を提
　出するとともに、再就職に関する支援を行うことが
　望まれます。
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（２）労働条件等の改善のための事項について

　

　①　事業主は、労働者が納得して就職できるよう、募集・採用に当たり、労働条件について、
　　十分な情報を明示することが望まれます。
　

　②　事業主は、有期契約労働者が仕事に意欲的に取り組み、その能力を高めていけるよう、
　　仕事内容や処遇等について話し合う機会や相談窓口を設けたり、職業生活全体に関する個
　　人面談等を積極的に取り入れることが望まれます。

　③　事業主は、就労による経済的自立が可能な社会や、家族などとの充実した時間や地域活動
　　へ参加する時間などを確保できる社会、子育てや親の介護の状況に応じた多様な働き方が選
　　択できる社会を目指した「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」及び「仕
　　事と生活の調和推進のための行動指針」の趣旨に配慮することが望まれます。

（３）キャリアパスへの配慮等について

　

①　事業主は、有期契約労働者に対して具体的
　かつ明確に多様なキャリアパスを示すことが
　有意義であると考えられます。

②　事業主は、有期契約労働者の希望に応じて
　職務経験の機会を付与し、その従事した職務
　の内容や実績を評価するとともに、その結果
　を処遇の向上に活用するほか、当該労働者に
　も評価の結果を伝えつつ将来のキャリアパス
　に関する相談に応ずることが有意義であると
　考えられます。併せて、有期契約労働者の評
　価を行うための評価者の訓練等も実施するこ
　とが有意義であると考えられます。

③　事業主は、有期契約労働者が、より高度な知識や技能を必要とし、又はより高度な責任
を負う職務への転換を希望する場合において、これが可能となる制度、労働条件等を整備
することが有意義であると考えられます。

④　事業主は、有期契約労働者から正社員へ登用された後の処遇についても、可能な限り、
登用者の能力・経験、有期契約労働者としての勤続等を踏まえて、賃金等において適正な
処遇となるよう配慮することが有意義であると考えられます。

⑤　事業主は、有期契約労働者から正社員への移行を円滑化するため、職務や人事異動の範
　囲が限定されるものの期間の定めがない雇用区分を設けることを検討することが有意義で
あると考えられます。

続きあり
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⑥　事業主は、正社員への登用を行う場合に、円滑な移行を図るため、有期契約労働者の正
社員登用希望者を対象に、正社員の業務を一定

　期間体験する機会を設ける等の配慮を行うこと
　が有意義であると考えられます。

⑦　事業主は、有期契約労働者がフリーター等の若者である場合には、就職氷河期に正社員
になれず、職業能力形成機会に恵まれなかった者が多いことに鑑み、教育訓練の実施につ

　いて配慮することが望まれます。
　 また、事業主は、そうした若者に対し正社員への登用の可能性が与えられるような仕組
みを検討するとともに、登用に当たっては、その有する適性や能力等を正当に評価し、そ
の将来性も含めて長期的な視点に立って判断するなどの配慮するなどの配慮をすることが
望まれます。

前からの続き

（４）教育訓練・能力開発の機会の付与について

① 事業主は、有期契約労働者の職業能力の開発及び向上を図るため、教育訓練に係る設備、
　　　プログラムの充実等に留意して、計画的に教育訓練等を実施することが望まれます。

②　事業主は、有期契約労働者に対し、職務に関連する資格である場合、職業能力検定等を受
　　 けるための休暇の付与や時間の確保等の必要な援助を行うことが望まれます。

　 ③　事業主は、有期契約労働者に対し、業務の遂行に必要な技能及び知識等に関する情報の提
　　 供、相談の機会の確保、実務経験を通じて職業能力の開発・向上を図ることができるような
　　 配置等の雇用管理について配慮することが望まれます。

　 ④　事業主は、職務経験、教育訓練等により高められた労働者の職業能力を適正に評価し、賃
　　 金その他の労働条件に適切に反映させることが望まれます。

　 ⑤　事業主は、正社員の登用に当たり、登用者に対する研修を実施するなど、登用者が円滑に
　　 正社員に移行できるよう配慮することが望まれます。 　

（５）法令の遵守のための体制の整備について

　　事業主は、法令遵守を徹底できる労務管理、生産管理等の事業の体制の整備及び改善を図る
ことが望まれます。
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　ここに掲載した事例は、独立行政法人　労働政策研究・研修機構の「パート、契約社員等の正
社員登用・転換制度－処遇改善の事例調査」より、抜粋（一部加工）したものです。参考にして
ください。

　　Ａ旅行会社では、労使で、契約社員を「地域（転居転勤なし）で日常的業務の運営を担う
人材」に位置づけると整理しました。労組も、正社員と契約社員の働き方や役割の違いを明
確にすることを前提に、賃金面に相違があることを受け容れました。

　　 契約社員は、月給制で、賞与も年２回成果業績評価に基づき支給しています。

　　Ｂ社(衣料品等の小売りチェーン)では、すべての社員に均等に仕事、能力開発の機会を与
え、成果主義を徹底しています。正社員の処遇体系を職務給へ移行し、正社員と非正社員の
人材活用の仕組みや処遇制度を一本化しました。ただし、正社員と非正社員で同じ仕事をし
ていても、転居転勤の有無や労働時間の制約などの理由に基づく処遇上の差はあります。年
収水準は、非正社員係マネジャーは、正社員係マネジャーの７割程度としています。賞与は
正社員、非正社員とも業績連動型としています。

　　Ｃ信用金庫では、フルタイムで働く契約社員の時給を、派遣会社に支払う水準を目安に設
定しています。賞与は、年間53万円を上限に支給しています。

　Ｄ労働金庫では、有期契約労働者の職務は役職につかない担当職までに限定し、月給のほ
か、諸手当(家族手当、住宅手当は除く)、賞与、退職金を支給しています。福利厚生や教育
研修も正社員と同様です。

　Ａ旅行会社では、１年ごとに契約を更新しています。更新の可否は、年間の人事考課により、
一定の点数以下を更新しないこととしています。

（１）安定的な雇用関係に配慮した雇用環境の整備について

（２）労働条件等の改善のための措置について

　雇用管理改善に関する取組事例

（３）キャリアパスへの配慮等（正社員登用）について

　Ａ旅行会社の正社員登用試験は、毎年一定の資格以上の人は受験可能で、１次試験（適性検
査)と人事考課、２次試験（プレゼンテーション試験）で構成しています。過去に学科試験もあ
りましたが、登用機会を拡充するため2005（平成15）年に廃止しました。
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　　Ｂ社(衣料品等の小売りチェーン)では、すべての社員に均等に仕事、能力開発の機会を与
え、成果主義を徹底しています。正社員の処遇体系を職務給へ移行し、正社員と非正社員の
人材活用の仕組みや処遇制度を一本化しました。ただし、正社員と非正社員で同じ仕事をし
ていても、転居転勤の有無や労働時間の制約などの理由に基づく処遇上の差はあります。年
収水準は、非正社員係マネジャーは、正社員係マネジャーの７割程度としています。賞与は
正社員、非正社員とも業績連動型としています。

　　Ｃ信用金庫では、フルタイムで働く契約社員の時給を、派遣会社に支払う水準を目安に設
定しています。賞与は、年間53万円を上限に支給しています。



お問い合わせは、最寄りの下記都道府県労働局職業安定部へ

　　088-611-5387徳　島059-226-2305三　重043-202-5121千　葉

098-868-1655沖　縄083-995-0383山　口052-219-5504愛　知048-600-6208埼　玉

099-219-8712鹿児島082-502-7831広　島054-271-9950静　岡027-210-5008群　馬

0985-38-8823宮　崎086-801-5103岡　山058-263-5563岐　阜028-610-3555栃　木

097-535-2090大　分0852-20-7016島　根026-226-0866長　野029-224-6218茨　城

096-211-1703熊　本0857-29-1707鳥　取055-225-2857山　梨024-528-0250福　島

095-801-0040長　崎073-421-6150和歌山0776-26-8609福　井023-626-6109山　形

0952-32-7216佐　賀0742-32-0208奈　良076-265-4427石　川018-883-0007秋　田

092-434-9801福　岡078-367-0802兵　庫076-432-2793富　山022-299-8061宮　城

088-885-6051高　知06-4790-6300大　阪025-234-5927新　潟019-604-3004岩　手

089-941-5221愛　媛075-241-3268京　都045-650-2800神奈川017-721-2000青　森

087-811-8922香　川077-526-8609滋　賀03-3512-1653東　京011-738-1016北海道

電話番号労働局電話番号労働局電話番号労働局電話番号労働局

平成２０年９月作成

　　Ｅ社（消費者金融・不動産賃貸業）では、正社員登用制度を設け、登用後は、正社員の中堅
社員（下から２つめのグレード）に格付けし、賞与も支給され、年収も約1.2倍になります。

（４）教育訓練・能力開発の機会の付与について

　Ｂ社では、非正社員の定着が重要な課題となっており、正社員転換制度のほか、多様な能
開発の仕組みを整備しています（各店舗にＰＣ教育システムを配備し、自主研修を可能とし
ています。また、専門技能を修得するためのスキル研修を実施しているほか、係マネージャ
ーに対する研修を強化し、年間一人当たり３～４回実施しています。）

　Ｃ信用金庫では、多様化、複雑化する日々の業務に対応してもらうため、パート職員
にも正社員同様の自己啓発奨励金制度を適用しています。指定する通信講座を一定の修
了条件でクリアした場合、受講料を数千円～１万円程度補助しています。また、指定す
る検定試験に合格した場合は、受講料を全額支給しています。さらに、通信講座修了者
や検定試験合格者に、上限３万円程度の奨励金を支給しています。

　Ｃ信用金庫の正社員登用は、直近３期の能力評定、成績評定が一定水準以上で、指定す
る通信講座の中から３科目を受講済みであり、昇格試験（筆記、論文、面接）に合格する
ことを要件としています。登用後は、職能給が一般職の３等級（20代の正社員レベル）か
ら始まり、基本給はパート職員の勤続も通算しています。
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